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Part Ⅰ 

中間決算・業績予想 
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2018年度 中間決算サマリー 

※公表比は2018年5月14日公表の予想対比 

 

Point2  コア業務純益は400億円 

 前年比+34億円 

– 資金利益の増加および経費削減により前年

比プラス 

 公表比+20億円 

– 役務等利益の計画比下ブレを、資金利益等

でカバー  

Point3  連結中間純利益は273億円 

 前年比▲7億円 

– コア業務純益は前年比プラスも、信用コス

トの戻り益の減少により前年比マイナス 

 公表比+13億円 

– コア業務純益の上ブレと信用コストの下ブ

レにより公表比プラス 

Point1  資金利益は前年比+32億円 

 貸出金利回り低下の影響を貸出金ボリューム

の拡大や消費性ローンの積上げ、有価証券の

増収、資金調達コストの削減等でカバー 

（億円） 
損益（3行単体合算） 

損益（FFG連結） 

連
結
調
整 

（※）親会社株主に帰属する当期純利益を指します 

中間純利益（3行単体合算） 313

FFG単体 ▲38

銀行子会社損益 2

その他連結調整 ▲3

FFG連結中間純利益 273

中間期

【公表比】 実績

業務粗利益 975 34

実質業務純益 391 35

コア業務純益 391 30

経常利益 【+20】 390 ▲ 12

連結中間純利益 （※） 【+13】 273 ▲ 7

前年同期比

中間期 中間期 中間期 中間期

【公表比】 実績 実績 実績 実績

業務粗利益 905 32 673 32 96 0 136 ▲0

資金利益 788 32 579 30 89 2 119 0

国内部門 749 30 541 28 89 2 119 ▲0

国際部門 39 2 38 2 0 0 1 0

非資金利益 117 0 93 2 7 ▲1 17 ▲1

役務等利益 103 ▲9 80 ▲6 7 ▲2 16 ▲2

特定・その他利益（債券除く） 14 5 13 4 0 0 1 1

債券関係 0 4 0 4 ▲0 0 0 1

経費　　　 　　　　（△） 505 ▲7 335 ▲6 70 ▲0 101 ▲1

実質業務純益 400 39 338 38 26 1 36 0

一般貸倒引当金　（△） - - - - ▲8 ▲8 - -

業務純益 400 39 338 38 34 8 36 0

コア業務純益 【+20】 400 34 338 34 26 1 36 ▲0

臨時損益 30 ▲27 35 17 ▲19 ▲28 7 ▲23

経常利益 【+41】 430 12 373 55 15 ▲20 43 ▲23

特別損益 ▲0 5 ▲0 5 ▲0 0 ▲0 1

税引前中間純利益 430 18 373 59 15 ▲20 42 ▲22

法人税等　　　　　（△） 117 6 105 17 3 ▲5 9 ▲5

中間純利益　　 【+33】 313 11 268 43 12 ▲15 34 ▲17

信用コスト　（△） 【+33】 ▲8 67 ▲11 26 9 21 ▲6 20

3行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体） 親和銀行（単体）

前年同期比 前年同期比 前年同期比 前年同期比



81 
72 75 

68 

52 
74 

85 

54 

FY15 FY16 FY17 FY18計 

コア業務純益 

当期純利益 

69 

52 56 53 53 

15 

50 
28 

FY15 FY16 FY17 FY18計 

コア業務純益 

当期純利益 
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2018年度 業績予想 

（億円） 
損益（3行単体合算） 

損益（FFG連結） 

【銀行別】損益推移 （億円） 

614 589 613 
646 

456 442 404 
503 

FY15 FY16 FY17 FY18計 

コア業務純益 

当期純利益 

福岡銀行 

熊本銀行 

親和銀行 

連
結
調
整 

通期

計画

業務粗利益 1,946 57

実質業務純益 770 47

コア業務純益 755 15

経常利益 755 38

連結当期純利益 （※） 520 27

前年比
当期純利益（3行単体合算） 585

FFG単体 ▲83

銀行子会社損益 21

その他連結調整 ▲3

FFG連結当期純利益 520

通期 通期 通期 通期

計画 計画 計画 計画

業務粗利益 1,792 49 1,332 60 192 ▲3 267 ▲8

資金利益 1,551 26 1,137 28 178 1 235 ▲4

国内部門 1,478 29 1,066 31 178 2 234 ▲4

国際部門 73 ▲3 71 ▲3 1 ▲0 1 0

非資金利益 242 23 195 32 14 ▲4 32 ▲4

役務等利益 205 ▲14 161 ▲5 14 ▲4 30 ▲5

特定・その他利益（債券除く） 22 6 19 5 1 0 2 0

債券関係 15 32 15 31 ▲0 0 0 1

経費　　　 　　　　（△） 1,010 ▲6 672 ▲4 139 ▲0 199 ▲1

実質業務純益 782 55 661 64 53 ▲2 68 ▲7

コア業務純益 767 23 646 33 53 ▲2 68 ▲8

経常利益 808 62 703 133 35 ▲29 70 ▲42

当期純利益 585 46 503 99 28 ▲22 54 ▲30

信用コスト　 　　　（△） 13 43 3 ▲10 13 21 ▲2 31

親和銀行（単体）

前年比 前年比 前年比 前年比

3行単体合算 福岡銀行（単体） 熊本銀行（単体）

（※）親会社株主に帰属する当期純利益を指します 
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トップラインの推移① 上期実績 

2018年度上期実績 （前年同期比） 

 預貸金利息は、貸出金利回りの低下を貸出金ボリュームや預金利息の減少でカバーし前年比+4億円 

 非資金利益は、投信・保険手数料の減少を主因に前年比▲4億円 

 経費は、戦略的な投資を行いながらも、業務効率化の効果により前年比+7億円 

365 

400 



経
費 ▲28 



貸
出
金 

利
回
り
低
下
影
響 



有
価
証
券
・
国
際
部
門･

そ
の
他
運
用 



他
非
資
金
利
益 



投
信･
保
険
手
数
料 

資金利益 +32 非資金利益 ▲4 

+27 



消
費
性
ロ
ー
ン 



預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ
利
息 



法
人
関
連
フ
ィ
ー 

+7 

+20 

+5 

預貸金利息 +4 

  

FY17 

上期 

• 保証料・団信：▲8 

• 外為･デリバ：+5 

• その他：+4 

FY18 

上期 

コア業純 +34 

（▲5.2bp） 

• 有価証券・その他：+25 

• 国際部門：+2 

• 人件費：+8 

• 物件費：▲3 

• 消費税等：+2 

（
中
小
企
業
、
住
宅
ロ
ー
ン
等
） 



貸
出
金 

ボ
リ
ュ
ー
ム
積
上
げ 

▲6 +7 
+1 +1 

（億円） 

 うち貸出金利息＋19 

貸出金利息（国内＋国際）＋3 
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トップラインの推移② 修正年度計画 

2018年度通期計画 （前年比） 

 貸出金利回り低下や投信・保険販売手数料の減少などの収益下押し圧力を、貸出金の積上げ、預金コス
トの削減、法人関連フィーの積み上げなどにより、前年比+23億円の767億円を計画 

744 

767 



経
費 

▲48 



貸
出
金 

利
回
り
低
下
影
響 



有
価
証
券
・
国
際
部
門･

そ
の
他
運
用 



他
非
資
金
利
益 



投
信･
保
険
手
数
料 

資金利益 +26 非資金利益 ▲8 

+20 



消
費
性
ロ
ー
ン 



預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ
利
息 



法
人
関
連
フ
ィ
ー 

+14 

+28 

+11 

預貸金利息 +6 

  

FY17 FY18 

コア業純 +23 

（▲4.5bp） 

（
中
小
企
業
、
住
宅
ロ
ー
ン
等
） 



貸
出
金 

ボ
リ
ュ
ー
ム
積
上
げ 

▲14 +6 +2 +3 

（億円） 

• 有価証券・その他：+23 

• 国際部門：▲3 

• 保証料・団信：▲13 

• 外為･デリバ：+6 

• その他：+10 

• 人件費：+8 

• 物件費：▲4 

• 消費税等：+2 

 うち貸出金利息＋35 

貸出金利息（国内＋国際）＋12 



1.24 1.22 1.18 1.17 1.14 1.14 

0.04 0.03 0.04 0.02 0.01 0.01 

FY16上 FY16下 FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 
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資金利益 

 資金利益は、債券償還の影響を貸出金利息でカバーしていく計画。貸出金利息は、国内+国際で引き続
き増加の見込み 

 国内預貸金粗利鞘は、貸出金利回り低下幅の抑制を図りほぼ横ばいで推移する計画 

＊国内貸出金・・・FFG向け・政府向け貸出金を除く 
＊国内資金・・・国内預金＋NCD 

640 635 
624 628 

33 38 52 54 

112  108  121  
95  

37 37 
61 

55 

▲ 25 ▲ 12 ▲ 5 ▲ 4 

▲ 41 ▲ 38 ▲ 65 ▲ 66 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

国内有価証券 

＊国内貸出金・・・FFG向け・政府向け貸出金を除く 
＊国内資金・・・国内預金＋NCD 

756 

（+9） 

（億円） 

資金利益（3行単体合算） 国内預貸金粗利鞘（3行単体合算） 

（%） 

国際有価証券等 

国内資金 

国際貸出金 

国内貸出金 

768 

（+20） 

788 

（+32） 

1.20 

貸出金 

粗利鞘 

預金 

1.18 

1.15 
1.15 

1.13 1.13 ▲2bp 
▲4bp 

+1bp 
▲2bp +0bp 

資金利益 
（前年同期比） 

762 

（▲6） 

貸出金利息 
（国内+国際） 

（前年同期比） 

国際部門調達他 

673 

（+11） 

672 

（+8） 

676 

（+3） 

682 

（+9） 

（▲1） （▲3） 
（0） 

（0） （うち投信解約益） 

（前期比） 

（▲5） （▲11） （+4） 



85,224  86,159  87,235  88,174  

11,530  11,718  11,738  11,993  

14,826  14,855  14,758  14,655  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 8 

総貸出金平残 

 上期の総貸出金平残は年率が1.9％と鈍化したものの、国際部門の増強により収益性は向上 

 下期は、上期並みの年率を維持し、中小企業、個人向け貸出金は引き続き増加させる計画 

＊FFG向け・政府向け貸出金を除く
（）内は年率 

福岡 

（億円） 

熊本 

親和 

3行合算 
111,580 

（4.8％） 

112,732 

（3.7％） 

113,732 

（1.9％） 

114,821 

（1.9％） 

（億円） 

47,404  48,519  49,118  50,466  

16,137  16,087  16,034  16,022  

31,125  31,313  31,387  31,756  

13,158 12,964 12,888 12,288 

3,756 3,848 4,305 4,289 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

111,580 

（4.8％） 

112,732 

（3.7％） 

113,732 

（1.9％） 

114,821 

（1.9％） 

個人 

法人/ 
大・中堅 

法人/中小 

公金 

国際 

（5.5％） 

（4.5％） 

（1.3％） （0.6％） 

（3.4％） 

（4.3％） （2.4％） 

（6.7％） 

（▲2.3％） 

（2.3％） 

（6.0％） 

（5.7％） 

（1.7％） 

（▲1.9％） 

（1.8％） 

（1.8％） 

（▲0.5％） （▲1.3％） 

（2.3％） 

（2.3％） 

（3.6％） 

（▲2.1％） 

（▲0.6％） 

（0.8％） 

（4.0％） 

（▲5.2％） 

（▲0.4％） 

（1.4％） 

（40.8％） （32.4％） （14.6％） （11.5％） 

総貸出金（国内＋国際） 総貸出金（セグメント別） 

＊FFG向け・政府向け貸出金を除く
（）内は年率 

3行合算 



100,863  101,556  104,396  104,178  

14,692  14,683  
14,635  14,705  

23,313  23,291  
23,285  23,231  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 9 

総資金平残（預金＋NCD） 

 上期の総資金平残は2.5％と、順調に増加 

 下期も個人預金、法人預金を中心に増加基調を維持する計画 

（）内は年率 （）内は年率 

福岡 

熊本 

親和 

（億円） （億円） 

138,869 

（5.3％） 

139,530 

（3.6％） 

142,316 

（2.5％） 
142,114 

（1.9％） 

34,035  33,854  34,740  35,006  

92,951  94,300  95,201  96,763  

10,407  9,694  10,593  9,040  
1,476 1,682 

1,782 1,305 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

138,869 

（5.3％） 

139,530 

（3.6％） 

142,316 

（2.5％） 
142,114 

（1.9％） 

（6.5％） （4.6％） 

（4.5％） 

（1.0％） 

（0.3％） 

（1.1％） 

国際 

公金 

個人 

法人 
（5.0％） 

（19.3％） 

（3.9％） 

（3.7％） 

（1.0％） 

（4.3％） 

（3.5％） 

（▲0.4％） 

（▲0.1％） 

（2.6％） 

（0.2％） 

（▲0.3％） 

（2.1％） 

（2.4％） 

（1.8％） 

（3.4％） 

（2.6％） 

（▲6.7％） 

（▲7.8％） （4.7％） （20.8％） （▲22.4％） 

総資金（国内＋国際） 総資金（セグメント別） 

3行合算 
3行合算 



5.9% 6.5% 

 金利上昇等により有価証券含み益は減少するも、引き続き高水準を維持 

 2018年9末の円債デュレーションは2.05年まで短期化。アウトライヤー比率も低水準で推移 

10 

有価証券 

その他有価証券残高・評価差額（3行合算） 債券デュレーション・アウトライヤー比率 

3.4% 3.4% 3.2% 4.1% 

2.90  
2.68  

2.27  
2.05年 

3.03 2.94 2.95 
2.78年 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

有価証券関連実現損益（3行単体合算） 

円貨建 

外貨建 

※債券デュレーションはヘッジ考慮後 

  アウトライヤー比率：破線は新基準ベース 

ｱｳﾄﾗｲﾔｰ 
比率 

1,476  1,631  1,769  1,780  

20,604  20,770  19,968  
18,956  

794  920  889  
865  

6,379  6,466  
5,973  

6,038  

3,820  3,790  
3,636  4,241  

22,918  23,473  22,816  

22,853  

2,692  2,642  2,492  2,231  

7,462  7,462  
6,927  6,796  

1,668  1,778  1,869  
1,681  

18/9末 

国 債 

地方債 

社 債 

外債等 

株 式 

福岡 

熊本 

親和 

17/9末 18/3末 17/3末 

3行合算 

（前年比） 

評価差額 

※FFG連結 

31,880 

（▲355） 

［億円］ FY16下 FY17上 FY17下 FY18上 

株式 13 13 6 25 

債券 ▲20 ▲4 ▲12 0 

合計 ▲6 8 ▲7 25 

32,235 

（▲1,343） 

33,577 

（+505） 

［億円］ 

33,073 

（+1,603） 
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非資金利益 

 非資金利益は、ローン保証料および団信保険料の増加を銀証一体での資産運用商品販売や法人関連
フィーでカバーする計画 

 資産運用商品販売額は、引続きお客さまの資産形成・資産管理のサポートを通じて積上げを図る 

非資金利益（3行合算＋FFG証券） 資産運用商品販売額 

54  52  64  59  

34  33  
33  33  

29  35  
31  37  

67 71 60 63 

6 
6 7 9 

▲ 43 ▲ 44 ▲ 46 ▲ 48 

▲ 19 
▲ 33 ▲ 24 

▲ 34 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

（億円） （億円） ＊債権関連損益を除く 

為替手数料関連 

その他 
非資金利益 

127 

（+4） 

120 

（▲12） 

124 

（▲3） 

119 

（▲1） 

法人関連フィー 

資産運用商品 

FFG証券 
（投資信託収益） 

FFG合算 

（前年同期比） 

ローン保証料 

団信保険料 

【 】は保険料戻り 
 【+17】 

【+4】 
【+14】 

1,405  
1,603  

892  

1,300  

556  

550  

567  

580  

33  

69  

51  

49  

167 

169 

183 

270 

100

600

1100

1600

2100

2600

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

投資信託 

保険 

その他 
（外貨定期・公共債） 

FFG証券 
（投資信託販売額） 

FFG合算 

（前年同期比） 
2,161 

（+612） 

2,390 

（+382） 

1,693 

（▲469） 

3行合算 

【+5】 

2,199 

（▲191） 
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経 費 

250 249 244 237 236 237

214 215 221 222 224 223

43 44 47 44 45 45

55.8%
57.8%57.0%

58.4%58.5%58.9%

0

200

400

600

FY16上 FY16下 FY17上 FY17下 FY18上 FY18下

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

3行合算 

（前年同期比） 

税 金 

物件費 

人件費 

＊コアOHR=経費/（業務粗利益－債券関連損益） 

（億円） 

コアOHR 

507 508 512 

（億円） 

（億円） 

503 

505 
（▲7） 

512 

＋2 

▲11 

▲2 
505 



退
職
給
付
費
用
等 



時
間
外
手
当 



消
費
税
等 

▲8 
人件費 

＋3 
物件費 

▲2 
税金 

503 
＋2 ＋1 505 

FY17 

上 

FY17 

下 

（▲8） 

（+3） 

（▲2） 

505 
（+2） 

FY18 

上 

▲4 

▲3 

戦略的経費+3 

（0） 

（+1） 

（+1） 

0 
人件費 

＋1 
物件費 

＋1 
税金 

戦略的経費+4 

＋2 



消
費
税
等 FY18 

下 



賞
与
等 
＋3 

業
務
効
率
化
等 

  (

Ｒ
Ｐ
Ａ
推
進
等
） 

＋4 



賞
与
等 

＋1 



新
分
野 

  (

ス
マ
ホ
決
済
等
） 



退
職
給
付
費
用
等 



新
分
野 

 (

ｉ
Ｂ
ａ
ｎ
ｋ
・
Ｒ
＆
Ｄ
等) 



そ
の
他 



業
務
効
率
化
等 

 (

Ｒ
Ｐ
Ａ
・
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
推
進
等) 

 上期は、戦略的投資が増加する一方で業務効率化による人件費が減少した結果、前年比▲7億円で着地 

 下期は、戦略的投資を継続するものの、引続き効率性を追求し、前年並みを計画 

費目別・OHR（3行合算） FY18上期 増減要因（前年比） 

FY18下期 増減要因（前年比） 
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信用コスト・不良債権 

 18年上期の信用コストは、取引先の業況改善などにより戻り益8億円を計上 

 不良債権残高・比率は引続き低位で推移 

3行合算 

（与信比率） 

前年比 前年比 前年比 前年比

新規倒産 2 1 1 1 1 0 0 ▲ 0

格下げ 108 50 77 31 24 17 8 2

4 0 3 0 0 ▲ 0 0 ▲ 0

その他 3 2 3 1 0 0 0 0

小 計 117 53 83 33 25 17 9 2

格上げ ▲ 51 43 ▲ 43 19 ▲ 2 7 ▲ 6 17

率要因 ▲ 15 ▲ 2 ▲ 10 ▲ 1 ▲ 3 ▲ 0 ▲ 2 ▲ 0

回収他 ▲ 58 ▲ 27 ▲ 41 ▲ 25 ▲ 11 ▲ 3 ▲ 6 1

小 計 ▲ 124 14 ▲ 94 ▲ 7 ▲ 16 4 ▲ 15 18

合 計 ▲ 8 67 ▲ 11 26 9 21 ▲ 6 20

3行合算

増
加
要
因

減
少
要
因

担保下落

福岡 熊本 親和

▲ 37 

49 

▲ 11 
13 

▲ 12 

4 

9 
4 

▲26  

▲8  
▲6  

4  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

親和 

熊本 

福岡 

（億円） 

■ FY18上 信用コスト内訳 （億円） 

▲74 

（▲13bp） 

45 

（7bp） 

▲8 

（▲1bp） 

184  197  181  193  

1,579  1,543  1,456  1,450  

538  533  522  551  

1.97% 1.93% 1.73% 1.70% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

要管理 
債権 

破産更生 
債権 

危険債権 

比率 

（億円） ※部分直接償却後 

合 計 2,300 
2,273 

2,159 

貸倒引当金・引当率の推移  

1,181  1,098  1,103  1,092  

1.0% 0.9% 0.9% 0.8% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

貸倒引当金 

引当率 

（億円） 

21 

（3bp） 

2,195 

信用コスト（3行合算） 不良債権残高・比率（3行合算） 
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自己資本比率 

自己資本比率（FFG連結） 

 自己資本の質と水準は内部留保によって着実に改善しており、9月末のバーゼルⅢ国内基準の自己資本
比率は9.60％（完全適用ベースでは8.80％） 

 引き続きリスク量に対する十分な資本水準の確保と資本効率性のバランスを意識した運営を実施 

コア資本の内訳（FFG連結） 

項目 18/9末［億円］ 

基礎項目 6,744 

株主資本（普通株） 6,140 

引当金 39 

劣後債務 300 

土地評価差額金 201 

その他 63 

調整項目 ▲296 

無形固定資産 ▲86 

繰延税金資産 ▲3 

退職給付に係る資産 ▲205 

その他 ▲0 

コア資本 6,448 

リスクアセット 67,165 

【参考】バーゼルⅢ国際基準（18/9末） 

普通株式等Tier1比率 11.14％ 

※完全適用ベースの試算値 

8.80 

9.41 
9.60 

9%台 

前半 

7.89 

8.62 8.80 
9%台 

前半 

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

17/3末 18/3末 18/9末 19/3末 計 

経過措置ベース 

（参考） 

完全適用ベース 

コア資本 

※信用リスク：基礎的内部格付手法、オペリスク：粗利益配分手法 

（億円、％） 
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資本効率性・株主還元 

 構造改革を推し進め中長期的に収益力向上を図ることで、資本効率を高めていく 

 株主還元は、成長に向けた資本の十分性の確保と資本効率性のバランスを踏まえた上で実施 

211.4  

258.8  
287.4  

302.7  
5.1 

5.8 

6.6 6.7 

FY14 FY15 FY16 FY17 FY18計 

ROE (%) 

EPS（円） 

【配当金目安テーブル】 

（※）親会社株主に帰属する当期純利益を指します 

 FFG連結当期純利益 
配当金目安
（年間） 

配当性向 

500億円以上～ 85円 ～29% 

450～500億円 75円 26～29% 

400～450億円 65円 25～28% 

350～400億円 60円 26～30% 

300～350億円 55円 27～32% 

250～300億円 50円 29～34% 

200～250億円 45円 31～39% 

150～200億円 40円 34～46% 

  ～150億円 35円 40%～ 

▲316.1 

▲7.3 

資本効率性 配当方針 

（※） 

配当は業績連動方式を採用 

配当性向30％程度のテーブルを設定 

（注）上記の配当金目安テーブルは、2018年10月1日に実施いたしました
株式併合（5株を1株に併合）後の内容を掲載しています。 

（注）上記のEPSについては、2018年10月1日付で実施した株式併合を勘案し、
算出しています。 
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Part Ⅱ 

経営戦略 
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成長戦略 

 第5次中計で掲げた施策は着実に実行。計数面も順調に進捗しており、概ね計画通りで着地見込み 

 進化の第1ステージで取り組んできた「構造改革」「イノベーション」を更に加速化させるとともに、
十八銀行との経営統合によるシナジー効果を最大限発揮していくことで、持続的な成長を実現 

   進化のステージ（2016年～10年間） 

第1ステージ（第5次中計） 第2ステージ（第6次中計） 第3ステージ（第7次中計） 

2016 2019 2022 2025 

十八銀行 

経営統合 

イノベー 

ション 

持
続
的
な
成
長
を
実
現 

シングルプラット 

フォーム活用 

• ストック改革 

→ コストdown 

• フロー改革 

→ トップラインup 

iBank/デジタル戦略部 

インフラ 

整備 

フロー改革 
（サービス・チャネル等高度化→顧客利便性の向上） 

グループ総合力の強化 

ストック改革 

（業務効率化→生産性の向上） 

イノベーションの更なる加速化 

（マーケティング・新ビジネス等） 

人員捻出・再配置 

シナジー効果の最大化 

（シングルプラットフォーム最大活用） 

構造改革 

コア事業 事業性評価/投資銀行ビジネス、富裕層ビジネス、マスリテールビジネス 等 

営業力 

強化 

合併・システム統合 人員捻出・再配置 

統合準備期間 

（公取承認/最終契約等） 

フェーズ 1 フェーズ 2 

経営統合 

イノベーション 

（P.22～24） 

• 新商品・サービス 

→ 新たな収益源創出 

• デジタル技術活用 

→ 生産性の向上 

十八銀行経営統合 

（P.25） 

• コストシナジー 

→ システム/店舗維持 

  コストの削減 

• 収益シナジー 

→ 人員再配置 

構造改革 

（P.21） 

コア事業 

（P.18～20） 

• 収益の柱 

→ 更なる磨き上げ 

フェーズ 0 
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コア事業 法人金融サービス 

 FFGの強みである組織力（営業店・本部・関連会社・外部アライアンス機能）と人財力（高いスキル・
専門性）を最大限活用し、取引先企業のライフステージに応じた最適なソリューションを提供 

中小企業貸出金 

法人関連フィー 販路開拓・マッチング 

リスク・アセット 

6.78  6.82  6.68  6.72  

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

ソリューション営業体制 

フルラインナップで最適なソリューションを提供 

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 

＜取引先企業のライフステージ＞ 

広域且つ稠密なネットワーク 
→九州全域/主要都市に328店舗、営業人員1,250名 

事業性評価の徹底（取引先深掘り/ニーズ発掘） 

採算性重視の融資運営（RORA運営の徹底） 

営業店 

本部 

関連会社 

他 

本部フロント部隊（570名：17/3末比+180名） 

→ 投資銀行/ウェルスマネジメント/ヘルスケア/不動産 等 

専門人財（不動産鑑定士/一級建築士/カウンセラー 等） 

海外ネットワーク（東アジア7拠点/米国1拠点） 

コンサル子会社（コンサル/M&A/マッチング支援） 

ベンチャー企業支援子会社（16/4設立） 

証券子会社/保険子会社（法人投信/保険/IPO支援） 

地域再生・活性化ネットワーク（地銀9行が参画） 

（億円） 

24  29  31  

36  35  37  

FY16 FY17 FY18計 

60 
64 

68 

（上期） 

（下期） 

679  
761  

827  

503  

692  
766  

FY15 FY16 FY17

販路開拓先数 

ビジネスマッチング成約数 

4.74  
4.85  

4.91  

5.05  

1.164 
1.135 

1.108 1.095 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

平残（兆円） 

利回り（%） 

（6.7%） 
（5.7%） 

（3.6%） 

（4.0%） 

※（）内は年率 

▲2.9bp 
▲2.7bp ▲1.3bp 

（兆円） 

貸出金は増加トレンド 

⇔リスクアセットは横ばい 

→貸出金の質の向上 



5,516  5,519  5,588  6,320  

9,963  

17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

高品質なサービスの提供 

• プロフェッショナル人財の育成 

→ FP1級取得者：約250名（18/9末時点）  

• FC人員の増強（17/3末比+80名） 

• 充実した商品ラインナップ 

→ 富裕層向け投信/ファンドラップ/相続関連商品 等 

証券・保険子会社の機能強化 

• 銀-証-保連携強化、営業エリアの拡大、法人保険推進強化 等 
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コア事業 個人金融サービス ～富裕層ビジネス 

 銀行・証券・保険グループ一体運営により、 FFGの預り資産（投信・保険）残高の約8割を占める  
富裕層・オーナー層・シニア層が持つ特有のニーズや課題（※）を解決する高品質なサービスを提供 

 ※ 保全・運用・資産分配/承継・相続・事業承継・不動産・税金 等 

1.2兆円 

（全体の80%） 

富裕層ビジネス 推進体制 

富裕層 
オーナー層 

マス層 

預金10M 

以上 

約30万人 

（全体の5%） 

約540万人 

（全体の95%） 

〈先数〉 〈投信・保険残高〉 

銀-証-保 グループ一体運営 

〈参考〉預金残高別 個人取引の状況 

約250名 
〈FP1級取得者推移〉 

18/9末 15/9末 

投資信託・保険残高 

法人保険収益 保険販売額 

（億円） 

（億円） 

10,344 
10,590 

（億円） 

2.7 
7.8 9.3 

5.4 

8.1 

9.4 

FY16 FY17 FY18計 

8.1 

15.8 

18.7 

（上期） 

（下期） 

投資信託販売額 

（億円） 

968  1,570  
1,073  

1,424  

1,770  

1,570  

FY16 FY17 FY18計 

2,392 

3,340 

2,643 

518  555  565  

526  549  580  

FY16 FY17 FY18計 

（上期） 

（下期） 

（上期） 

（下期） 

1,044 
1,104 1,145 

16,910 15,932 15,546 15,479 

（投信） 

（保険） 

10,027 
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コア事業 個人金融サービス ～マスリテールビジネス 

 マーケティングを高度化するとともに、対面・非対面チャネルの強化を図り、マスリテール層（FFGの
個人取引先数の95%）への効率的且つ効果的なアプローチを実施 

 最適なチャネルからのタイムリーな提案により、現役層の資産形成や借入ニーズに対応 

マスリテールビジネス 推進体制 積立投資信託 平準払保険 

消費性ローン 収益 消費性ローン 平残 
対面 

チャネル 

マーケティ 

ング高度化 

非対面 

チャネル 

対面・非対面チャネルの情報一元化・活用 

• 効率的且つ効果的なセールス機会の創出 

• 各チャネルでの顧客データの収集・集約・活用 

データ分析の高度化 

• AI等活用によるターゲティング精度向上、人財育成 

ロイヤルティプログラムの見直し 

対面チャネルの拡充・営業エリア拡大 

• ほけんショップ（平日10時～20時、休日営業） 

→ 平日来店できない現役層・若年層にリーチ 

• FFG証券の新規出店（熊本/長崎/佐世保） 

法人取引先への職域営業 

• 保険子会社等との連携による現役層の囲い込み 

 Web/アプリサービスの拡充 

• Web完結型商品/投信口座開設アプリ/Webチャット 等 

• iBank（資産運用THEO+/カードローン）との連携 

コール営業の高度化 

• 人員強化（17/3末比 資産運用+10名/ローン+10名） 

• 外部派遣の受け入れによるノウハウの蓄積・高度化 

連携・送客 

1,505  1,603  1,674  1,810  

912  923  932  
959  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

（証貸） 

（カード） 

2,416 2,527 2,606 

8.7 

13.3 
15.9 

20.4 57  
63  

72  

85  

17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

月間積立額（億円） 

先数（千先） 

14.2 
14.8 

15.8 
16.4 

196  
215  227  

253  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

収益（億円） 

期末先数（千先） 

2,769 

32  33  35  37  

58  
59  60  61  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

（証貸） 

（カード） 

90 92 94 
98 

（億円） （億円） 



構造改革 ストック・フロー改革 

 ストック改革：営業店業務プロセスをゼロベースで見直し、無駄な業務を廃止・削減したうえでデジタ
ル技術を活用し効率化 

 フロー改革：ストック改革で捻出したリソースを成長戦略分野へシフトし営業力を強化。他社とは差別
化された付加価値を提供することで、トップラインを引上げ、持続的な成長を実現 

働き方改革（2016.11～） 

• 営業阻害要因の排除 ※（）内はカテゴリー数 

 

 

 

• 本部業務の廃止/削減/効率化 

→ ペーパーレス会議システム導入、稟議電子化、RPA導入 等 

法人・個人金融サービスの高度化 

•コンサルティング×デジタルによるソリューションの提供 

新たな事業・サービスの創出 

• 最新テクノロジーを活用した新商品/サービスの提供 

• データの蓄積/AI分析の新規ビジネスへの活用 

市場運用の高度化 

• 投資多様化拡充による収益力強化、業務集約による効率化 

チャネルの高度化 

• 店舗形態/店舗オペレーションの見直し 

• 非対面チャネルの高度化、チャネル連携・送客強化 

営業阻害要因 

（560） 

営業店（130） 

本部（430） 

排除 

• 関連会社・バックオフィス業務の効率化 等 

• 店頭業務のペーパーレス化（帳票/記入/印鑑レス） 

• セルフ取引の拡大（タブレットとATMの連携）  

• 営業店事務の本部集中化（格付/稟議） 等 
持株会社機能の強化 人財育成・活用 

グループ機能の徹底活用 リスク管理の高度化 

システム対応・抜本的な仕組みの見直しが必要な項目を抽出 

業務改革（2018.1～） 

• 営業店の業務プロセスをゼロベースで見直し 

• デジタル技術の活用 

営業店 

本部 

捻
出
し
た
リ
ソ
ー
ス
を
成
長
戦
略
分
野
へ
シ
フ
ト 

ストック改革（インフラ整備） フロー改革（営業力強化） 

グループ総合力の強化 
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イノベーション サービス・オープンイノベーション 

 顧客との関係維持のため、現在よりも将来に軸足を置いて、人や物に積極的に投資 

 最新テクノロジーを活用した新たな商品・サービスの開発により新たな収益源を創出するとともに、
オープンイノベーションを通じて外部企業との連携を深めつつ、FFGのサービスを高度化 

サービスイノベーション オープンイノベーション 

オンラインレンディング「ファストパス」（2017.5～） 

1.3 

7.0 

13.3 

42 

246 

465 

17/9末 18/3末 18/9末 

累計実行金額 
累計実行件数 

スマホ決済サービス「YOKA!Pay」（2018.3～） 

OPEN AI Lab（2017.12～） 

X-Tech Innovation（2015～） 

利回り 

7.8% 

• 非対面且つスピーディーな短期融資 

→ WEB専用/最短即日審査可能 

• 内部情報と外部情報（他行口座/物流 

/在庫/決済等）からなる審査モデル 

• メインターゲットは、零細企業/個人

事業主 

• FFGと取引がない企業にも対応可能 

2,833  

9,163  

176  

1,246  

3 4 5 6 7 8 9

ユーザー数 
加盟店数 

18/3 

• 即時口座引落し/Alipay対応 

• 他行展開（マルチバンク対応） 

→ 横浜銀行/りそなG/ゆうちょ銀行 

• 地元企業のAI活用支援の取組み 

→ 76企業・団体が参加 

• ラボの広域展開 

→ 18/06 東京開設（みずほ銀行主催） 

→ 18/10 京都開設（京都信用金庫主催） 

• ICTを活用したサービス/アイデアを  

競い合うビジネスコンテスト 

→ 過去3回で応募件数200件超 

• 2018年（4回目）は、FFG・北海道銀行

七十七銀行・沖縄銀行との共同開催 

DIAGONAL RUN（2017.4～） 

• オープンイノベーション共創拠点 

→ 17/4に東京、18/3に福岡拠点を開設 

→ パートナー企業45社/入居企業86社 

→ イベント回数247回/参加者数約1万人 

（億円） 



イノベーション ベンチャー企業支援 

 FFGのベンチャー投資機能を担う子会社を通じて、設立から約2年半で約22億円を投資 

 FFGのリソースやネットワークを活用し、ベンチャー企業を全面的にバックアップするとともに、産学
官金一体となった取組みを通じて地域経済を活性化 

FFGベンチャービジネスパートナーズ 投資実績（18/10末） 

投資総額 約22億円 

長崎学生ビジネスコンテスト 

投資先企業 31社 ファンド投資 7先 

その他の主な取組み 

6.4% 

32.7% 

26.7% 

11.4% 

22.8% 

シード 
アーリー 
グロース 
レーター 
ファンド 

• 長崎県の大学・自治体と連携し、

地元の学生を対象に開催 

• 地元6校から31組・47名が参加 

× 

 FFGインキュベーションプログラム 

• 九州大学とタッグを組み、大学の研究

成果を基にしたベンチャー企業の創出

を目的とする教育プログラムを開発 

26.6% 

14.2% 

11.8% 8.9% 

8.9% 

5.9% 

5.9% 

5.9% 

4.4% 7.5% 
情報サービス 

バイオ 

エネルギー 

不動産テック 

ED TECH

HR TECH

宇宙 

ビジネス 

小売・EC 

アグリ 他 

〈業種別〉 〈ステージ別〉 

沿 革 

• 16/4 Fintech系ベンチャー企業支援を目的に子会社を設立 

• 17/2 九州・大学発ベンチャー振興会議への参画開始 

     投資対象をベンチャー企業全般に拡大 

• 17/5 FFGベンチャー投資事業有限責任組合第1号を設立 

     （ファンド投資枠：最大50億円） 

あらゆる業種・ステージのベンチャー企業に投資 

投資ポートフォリオ（18/10末残高ベース） 
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イノベーション iBank事業 

 iBank事業の中核プロダクト「Wallet+」は、足下で58万ダウンロードを突破。金融と非金融を融合した
シームレスな機能が若年層・現役層に評価され、資産運用・ローン等の取引実績も順調に推移 

 アジャイル型開発で新機能・サービスをスピーディーに投入するとともに、他地域への展開も拡大 

Wallet+ の実績・効果 今後の展開 

ライフイベント9ジャンル + 日常利用クーポン 

旅行 自動車 結婚 子育て 住まい 

ファッション 美容 プレゼント その他 

3カテゴリ30以上の情報タグ 

+ 

ありがとう 

58 万 

ダウンロード！ 

• 銀行取引で 

• スマホアプリ利用で 

• パートナー取引で 
etc.. 

ためる 交換する つかう 

全国の地銀 

7行 が参画 

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 109 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

18/10末 3.4億円 

サービス内容 
金
融 

非
金
融 

収支管理 残高照会 収支結果通知 

ローン 資産運用 目的預金 

小売 

飲食店 

消費ジャンル お金関連 地域 

自立したロイヤルティプログラム 

myCoin 現金 共通ポイント 

資産運用「THEO+」残高 

17/9 17/9 

カードローン残高 

地域金融機関への展開 

• FFG3行に加え、18/4に沖縄銀行

がサービスイン 

• iBank事業への参画協議開始 

→ 18/8広島銀行→ 18/9南都銀行 

→ 18/11山梨中央銀行 

 

新機能・サービス 

• 複数口座対応（18/10導入）/THEO+ポイント投資（今後リリース） 

• ブロックチェーンを活用した地域ポイントプラットフォームを展開 

18/10末 3.0億円 



十八銀行との経営統合 

 十八銀行と10/30付で最終契約を締結。2019/4月の経営統合、2020/10月の合併に向けた統合準備を加速 

 既存のシングルプラットフォーム活用により経営統合段階からシナジー効果を実現。更に両社の合併、
事務・システム統合、その後の店舗統廃合を通じてシナジー効果を最大化 

フェーズ 0 

統合準備期間 

▼ 経営統合 

  【2019年4月】 

▼ 十八銀行と親和銀行の合併 

  【2020年10月】 

 フェーズ 2  

  合併・システム統合によるシナジー効果の最大化 

  シングルプラットフォームの最大活用 

フェーズ 1    

シングルプラットフォーム 

の活用 

効
率
化 

事務・ 

システム
統合 

事務・システム統合に向けた準備 

店舗 

統廃合 
店舗統廃合 統廃合準備 

本部 

スリム化 

本部組織 

の検討 

シングルプラット 

フォーム活用 

合併による 

更なるスリム化 

人材活用 

= 収益化 

関連会社効率化・機能強化 

関連会社
統合 

関連会社効率化 

・機能強化の検討 

持株会社機能強化・成長分野への人財投入 

地域活性化に向けた営業人員の再配置 

項目/ 

スケジュール 

2021年1月 

事務・ 

システム統合 

銀
行
の
シ
ナ
ジ
ー
効
果
最
大
化 
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次期中計の方向性 

 進化の第2ステージとなる次期中計は、現中計で進めてきた各種戦略を具体的な戦術・施策に落とし 
込み、成果に繋げていくステージ 

 成長軌道を確かなものとし、長期ビジョン「ザ・ベストリージョナルバンク」の実現を目指す 

   進化のステージ（2016年～10年間） 

第1ステージ（第5次中計） 第2ステージ（第6次中計） 第3ステージ（第7次中計） 

2016 2019 2022 2025 

十八銀行 

経営統合 

イノベー 

ション 

ザ
・
ベ
ス
ト 

リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
バ
ン
ク 

持
続
的
に
高
い
競
争
力
・
成
長
力
を
実
現
す
る 

iBank/デジタル戦略部 

インフラ 

整備 

フロー改革 

グループ総合力の強化 

ストック改革  

イノベーションの更なる加速化 

人員捻出・再配置 

構造改革 

コア事業 事業性評価/投資銀行ビジネス、富裕層ビジネス、マスリテールビジネス etc.. 

営業力 

強化 

人員捻出・再配置 

長期 

ビジョン 

 2019.4 経営統合 
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 2020.10 合併 

 2021.1 システム統合 
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Part Ⅲ 

【参考資料】計数 
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国内貸出金平残（銀行別） 

49,741  50,727  51,452  52,695  

22,181  22,255  22,224  22,439  

9,601  9,371  9,303  8,795  

81,523  82,353  82,979  83,929  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

※FFG・政府向け貸出金除く ※劣後受益権除く ※劣後受益権除く 

公金 

個人 

法人 
5,969  6,037  6,005  6,154  

4,395  4,497  4,591  4,691  

1,156  1,174  1,139  1,145  

11,520 11,708 11,735 11,990 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

7,830  7,842  7,695  7,639  

4,549  4,561  4,572  4,626  

2,401  2,419  2,445  2,348  

14,781 14,823 14,713 14,613 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下 

地
区
別
平
残 

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残 

（億円） 

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体） 

（億円） 

63,087  63,770  64,055  64,666  

1,023  1,003  982  991  
842  830  830  850  

4,633  4,667  4,702  4,817  

11,939  12,082  12,410  12,604  

81,523  82,353  82,979  83,929  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

359  364  371  364  

10,675  10,858  10,891  11,148  

486  486  474  478  
11,520  11,708  11,735  11,990  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

1,494  1,496  1,482  1,474  

10,967  11,045  11,008  10,952  

886  891  919  931  
1,434  1,391  1,304  1,256  

14,781  14,823  14,713  14,613  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

本州等 

熊本 

長崎 

福岡 

九州 

※政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く 



構成比 構成比 構成比 構成比

2,195 100.0% 1,557 100.0% 326 100.0% 312 100.0% 36 12 18 6

製造業 260 11.8% 191 12.3% 29 8.9% 40 12.8% △6 △17 11 △1

農業・林業 31 1.4% 21 1.3% 7 2.0% 4 1.2% 2 0 1 2

漁業 4 0.2% 1 0.1% 2 0.6% 0 0.1% △1 △1 0 0

鉱業・採石業・砂利採取業 1 0.1% － － 1 0.3% 0 0.0% △1 0 0 0

建設業 102 4.6% 73 4.7% 9 2.9% 20 6.4% △2 △4 2 1

電気・ガス・熱供給・水道業 11 0.5% 5 0.3% 6 1.7% － － 11 5 6 －

情報通信業 12 0.5% 4 0.2% 5 1.5% 3 1.0% 0 0 0 0

運輸業・郵便業 65 3.0% 46 3.0% 9 2.9% 10 3.1% △11 △4 △8 0

卸売業・小売業 487 22.2% 333 21.4% 56 17.0% 98 31.5% △30 △35 2 2

金融業・保険業 74 3.4% 73 4.7% 1 0.2% 0 0.0% △3 △3 0 0

不動産業・物品賃貸業 310 14.1% 222 14.3% 47 14.6% 40 13.0% 32 27 2 2

うち不動産業 305 13.9% 219 14.0% 46 14.1% 40 12.9% 30 26 3 2

その他各種サービス業 578 26.3% 414 26.6% 113 34.7% 51 16.3% 37 36 2 △1

国・地方公共団体 － － － － － － － － － － － －

その他 260 11.9% 174 11.1% 41 12.7% 45 14.6% 9 9 △1 1

３行単体

合算

3行単体

合算 福岡 熊本 親和

2018年3月末比

福岡 熊本 親和

2018年9月末

国内店分

（除く特別国際金融取引勘定）

構成比 構成比 構成比 構成比

128,196 100.0% 96,007 100.0% 14,665 100.0% 17,523 100.0% 4,423 887 1,519 2,016

製造業 7,528 5.9% 5,989 6.2% 513 3.5% 1,024 5.8% 415 406 28 △20

農業・林業 287 0.2% 182 0.2% 80 0.6% 24 0.1% 0 0 1 △1

漁業 218 0.2% 144 0.2% 24 0.2% 49 0.3% 19 19 2 △1

鉱業・採石業・砂利採取業 191 0.1% 139 0.2% 6 0.0% 45 0.3% 0 △2 0 1

建設業 2,767 2.2% 1,862 1.9% 417 2.8% 487 2.8% △97 △1 △51 △45

電気・ガス・熱供給・水道業 2,958 2.3% 2,413 2.5% 177 1.2% 366 2.1% 117 118 6 △9

情報通信業 547 0.4% 432 0.5% 48 0.3% 67 0.4% 89 96 0 △6

運輸業・郵便業 6,110 4.8% 5,457 5.7% 139 1.0% 513 2.9% 173 186 △5 △7

卸売業・小売業 10,538 8.2% 8,661 9.0% 855 5.8% 1,021 5.8% 10 45 △15 △20

金融業・保険業 5,032 3.9% 4,823 5.0% 71 0.5% 137 0.8% △58 △34 △2 △21

不動産業・物品賃貸業 25,094 19.6% 20,484 21.3% 2,255 15.4% 2,354 13.4% 913 832 96 △15

うち不動産業 22,937 17.9% 18,611 19.4% 2,200 15.0% 2,125 12.1% 768 660 94 14

その他各種サービス業 11,185 8.7% 7,980 8.3% 1,507 10.3% 1,697 9.7% △252 △212 △17 △22

国・地方公共団体 24,238 18.9% 15,188 15.8% 3,900 26.6% 5,148 29.4% 3,007 △534 1,366 2,174

その他 31,497 24.6% 22,245 23.2% 4,668 31.8% 4,584 26.2% 87 △32 112 8

３行単体

合算 親和福岡 熊本 親和

国内店分

（除く特別国際金融取引勘定）

2018年3月末比2018年9月末

福岡 熊本
3行単体

合算
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国内貸出金残高（業種別） 

業
種
別
貸
出
金 

業
種
別
金
融
再
生
法
開
示
債
権 

（億円） 

（億円） 
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国内資金平残（銀行別） 

7,487  7,654  7,915  8,099  

7,035  6,856  6,468  6,363  

132  138  217  208  

14,654  14,648  14,600  14,671  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

63,143  64,446  68,252  69,032  

31,595  31,209  
30,529  30,351  

4,749  4,325  3,923  3,581  
99,486  99,980  102,704  102,964  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下 

12,587  12,735  13,371  13,461  

9,248 9,001 8,709 8,488 

1,418  1,496  1,149  1,226  

23,252  23,232  23,229  23,175  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18計 

科
目
別
平
残 

セ
グ
メ
ン
ト
別
平
残 

NCD 

固定性 

流動性 

（億円） 

（億円） 

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体） 

10,715  10,737  10,674  10,747  

3,502  3,454  3,478  3,458  

437  457  448  466  

14,654  14,648  14,600  14,671  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

67,603  68,807  69,693  71,097  

24,719  24,698  25,508  25,827  

7,164  6,476  7,503  6,039  

99,486  99,980  102,704  102,964  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

14,633  14,756  14,834  14,919  

5,813 5,702 5,753 5,722 

2,806  2,773  2,642  2,535  

23,252  23,232  23,229  23,175  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

公金 

法人 

個人 
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国内貸出金利回り（セグメント別） 

３行単体合算 

1.24  
1.22  

1.18  1.17  
1.14  1.14  

1.06  
1.02  

0.99  
0.97  0.95  0.95  

1.78  1.78  1.79  1.78  1.77  1.76  

0.81  
0.78  

0.71  
0.65  

0.59  
0.54  

FY16上 FY16下 FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

公金 

貸出金 
全体 

法人 

個人 

（％） 

※FFG・政府向け貸出金除く 
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国内預貸金利回り（銀行別） 

福岡銀行（国内単体） 熊本銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体） 

預
金
等
利
回
り 

貸
出
金
利
回
り 

1.14  1.12  1.09  1.09  

0.93  0.91  0.89  0.89  

1.78  1.77  1.76  1.76  

0.75  0.69  
0.63  

0.58  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

0.03  

0.02  

0.01  
0.01  

0.00  0.00  0.00  0.00  

0.10  

0.05  

0.02  

0.01  0.02  
0.02  

0.01  0.01  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18上計 

0.06  

0.03  

0.01  
0.01  

0.00  0.00  0.00  0.00  

0.11  

0.06  

0.02  
0.01  

0.04  

0.02  

0.01  0.01  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

0.04  

0.02  

0.01  
0.01  

0.00  0.00  0.00  0.00  

0.10  

0.05  

0.02  
0.01  

0.04  

0.03  

0.02  
0.02  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

1.40  1.39  
1.35  1.34  

1.36  1.33  1.31  1.28  

1.65  1.64  1.62  1.60  

0.69  0.66  
0.57  0.54  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

1.27  1.26  1.24  1.23  

1.10  1.08  1.07  1.06  

1.95  1.94  1.92  1.92  

0.54  0.50  
0.43  0.41  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18上計 

個人 

全体 

法人 

固定性 

全体 

流動性 

（％） 

（％） 

公金 

※FFG・政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く ※政府向け貸出金除く 

NCD 
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預貸金の種類別構成比 

国内貸出金（18/9末） 国内資金（18/9末） 

3行合算 福岡 熊本 親和 

短期プライム基準 16.1% 13.4% 25.7% 22.4% 

短期スプレッド 6.6% 7.9% 2.3% 3.4% 

短期貸出金 22.7% 21.3% 28.0% 25.8% 

変動プライム基準 25.7% 24.8% 36.3% 21.1% 

市場金利変動 9.8% 11.7% 2.3% 6.3% 

長期変動 35.5% 36.5% 38.6% 27.5% 

うち固定住宅ローン 7.1% 6.9% 5.3% 9.2% 

長期固定 41.8% 42.2% 33.4% 46.8% 

長期貸出金 77.3% 78.7% 72.0% 74.2% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

3行合算 福岡 熊本 親和 

有利息 53.1% 55.4% 49.3% 45.5% 

無利息 11.2% 11.7% 5.6% 12.6% 

流動性預金 64.3% 67.1% 54.9% 58.1% 

コア預金 25.1% 23.5% 35.5% 25.4% 

大口預金 6.9% 5.8% 8.1% 11.1% 

定期性預金 32.0% 29.3% 43.7% 36.5% 

NCD 3.7% 3.7% 1.4% 5.4% 

定期性預金・NCD 35.7% 32.9% 45.1% 41.9% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

感応金利種類別ポートフォリオ 

短プラ連動 41.7% 38.2% 62.0% 43.4% 

短期市場金利連動 16.4% 19.6% 4.6% 9.7% 

長プラ連動 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 

固定金利 41.8% 42.2% 33.4% 46.8% 

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
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有価証券（銀行別） 

デ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン 

そ
の
他
有
価
証
券
残
高 

1,322  1,447  1,570  1,596  

12,294  12,545  12,380  11,713  

529  643  617  598  

4,953  5,048  4,613  4,706  

3,820  3,790  3,636  4,241  

22,918  23,473  22,816  22,853  

1,338  
1,460  1,561  

1,431  

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

2.36  2.25  
1.99  

1.85  

3.03  2.94  2.95  
2.78  

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

3.75  

3.34  

2.49  
2.27  

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

129  156  173  160  

6,171  6,139  
5,638  5,544  

251  263  
259  253  

911  905  
857  839  

7,463 7,462 
6,927 6,796 

283 277 275 
229 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

外貨建 

円建 

（億円） 

（年） 

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 

外債等 

社債 

地方債 

国債 

評価差額 

株式 

※連結ベース15年変国は、12/3末まで理論値採用 

4.07  

3.60  

2.98  

2.54  

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

24  28  26  24  

2,139  2,087  1,950  
1,700  

13  14  
14  

13  

516  514  
503  

493  

0  0  

2,692 2,642 
2,492 

2,231 

84 77 69 
56 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 

※15年変国は、12/9末まで理論値採用 ※15年変国は、12/9末まで理論値採用 
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非資金利益・資産運用商品（銀行別） 

14  16  
12  14  

1  
1  

1  
1  

5  

5  

5  4  

▲ 1 
▲ 3 ▲ 1 

▲ 4 

18 
19 

17 15 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

12  13  11  12  

0  0  
0  0  

3  3  
3  3  

▲7 ▲6 ▲7 ▲7 

8  
10  

7  7  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

852  926  

545  

750  

333  
315  

340  

330  

21  
58  

31  

30  

7  
7  

13  

5  

1,215  
1,307  

930  

1,115  

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

投資 
信託 

保険 

外貨 
預金 

公共債 

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 

資
産
運
用
商
品
販
売
額 

（億円） 

非
資
金
利
益 

（億円） 

41  42  37  38  

7  6  11  6  

26  26  25  
26  

19  
12  18  

18  

93 
86 

92 
87 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18上計 

内国 
為替 

その他 

外為 
デリバ 

投信 
保険 

※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く ※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く ※債券関連損益･市場性商品等関連損益を除く 

※投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ） 

255  
305  

177  
250  

82  

95  

79  

110  
0  

0  

1  

1  
0  

0  

0  

1  339  

401  

259 

361 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

296  
370  

168  

300  

140  

139  

146  

140  

1  

0  

3  

10  0  

1  

1  

3  
439  

512  

319  

453  

FY17上 FY17上 FY18上 FY18下計 

※投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ） ※投信販売額は法人向け含む（その他は個人向けのみ） 
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経費・信用コスト（銀行別） 

36 

0  0  1  4  1  1  0  
▲ 2 

3 

21 

▲10 
▲0 

▲13 

▲ 12 

4 

9 

4 

(▲20bp) 

(5bp) 

(12bp) 

(5bp) 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

信
用
コ
ス
ト 

161  157  155  157  

147  147  148  148  

33  31  31  31  

341  335  335  337  

52.9% 52.0% 49.8% 52.2% 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

経
費
・
コ
ア
Ｏ
Ｈ
Ｒ 

（億円） 

※コアOHR = 経費 ÷（業務粗利益ｰ債券関連損益） 

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 

物件費 

人件費 

税金 

コアOHR 

0  0  0  4  1  1  0  

▲ 17 

▲ 6 

2 

▲9 

▲3 
▲9 

▲ 26 

▲ 8 ▲ 6 

4 

(▲34bp) 

(▲10bp) (▲7bp) 

(4bp) 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

0  3  1  
13  

3  
11  

3  

▲ 16 

26 
34 

▲ 24 

9 

▲ 49 

▲ 37 

49 

▲ 11 

13 

(▲8bp) 

(10bp) 

(▲2bp) 

(3bp) 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

（億円） 
回収等 

格付変動 

担保下落 

新規倒産 

与信費用 
比率 

34  33  33  33  

30  31  31  31  

6  5  6  5  

70  69  70  69  

73.3% 69.5% 72.8% 71.7% 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 

49  47  48  48  

44  44  44  44  

9  8  9  8  

101  99  101  99  

73.8% 71.5% 73.8% 75.4% 

FY17上 FY17下 FY18上 FY18下計 
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不良債権・自己資本比率（銀行別） 

4,879  4,963  5,023  5,204  5,051  

8.87% 9.10% 9.03% 9.18% 
8.79% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

852  864  881  877  896  

9.80% 9.84% 9.70% 9.67% 9.70% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

1,024  1,059  1,075  1,089  1,092  

8.80% 9.14% 9.26% 9.49% 9.61% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

福岡銀行 熊本銀行 親和銀行 

29  32  28  29  

305  279  246  218  224  

63  
58  

59  59  

370 
336 

306 312 305 

2.48% 
2.23% 

1.96% 
1.76% 1.75% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

不
良
債
権
残
高
・
比
率 

115  135  124  135  

1,540  
1,089  1,094  1,041  1,010  

389  391  379  412  

1,593  1,620  1,545  1,557  1,540  

1.77% 1.78% 
1.61% 1.61% 1.61% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

40  30  28  29  

300  211  204  196  216  

86  
85  84  

81  

337  
318  308  

326  
300  

2.90% 
2.70% 

2.32% 2.20% 2.06% 

17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末計 

※部分直接償却後 

不良債権 
比率 

要管理債権 

危険債権 

破産更生 
債権 

※部分直接償却後 ※部分直接償却後 

（億円） 

信用リスク：基礎的内部格付手法 

オペリスク：粗利益配分手法 

信用リスク：標準的手法 

オペリスク：粗利益配分手法 

信用リスク：標準的手法 

オペリスク：粗利益配分手法 

バーゼルⅢ（国内基準） バーゼルⅢ（国内基準） バーゼルⅢ（国内基準） 

自
己
資
本
・
比
率 

自己資本 
比率 

コア資本 

（億円） 

連結 
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Part Ⅳ 

【参考資料】九州経済 
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マーケットシェア 

16.0兆円 

福岡銀行 

9.6兆円 

西日本ｼﾃｨ銀行 

0.5兆円 

福岡中央銀行 

0.7兆円 

筑邦銀行 

2.4兆円 

佐賀銀行 

0.2兆円 

佐賀共栄銀行 

2.6兆円 

親和銀行 

2.9兆円 

十八銀行 

0.2兆円 

長崎銀行 5.5兆円 

肥後銀行 

1.9兆円 

熊本銀行 

4.4兆円 

鹿児島銀行 

0.7兆円 

南日本銀行 

3.2兆円 

大分銀行 

0.5兆円 

豊和銀行 

2.9兆円 

宮崎銀行 

0.6兆円 

宮崎太陽銀行 

××兆円 

××銀行 

総資産 

（18/3末） 

出所：各行決算開示資料 

地銀 第二地銀 

1.3兆円 

北九州銀行 
福
岡
県 

熊
本
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

179万人 74千所 4.7兆円 11.1兆円 

長
崎
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

138万人 63千所 3.3兆円 8.1兆円 

佐
賀
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

83万人 38千所 1.9兆円 5.1兆円 

12

22

40

46

8

10

13

10

5

4

23

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

熊本 肥後 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

24

33

30

37

5

6

11

8

3

1

28

15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

親和 十八 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

33

37

4

8

10

14

21

18

3

4

29

19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

佐賀 佐賀共栄 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

27

33

20

26

6

6

9

5

10

13

28

18

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

福岡 西日本C 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

人口 事業所 貸出金 預貯金 

506万人 223千所 20.4兆円 34.4兆円 

大
分
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

117万人 54千所 3.3兆円 7.5兆円 

宮
崎
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

112万人 53千所 3.0兆円 5.9兆円 

鹿
児
島
県 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

166万人 77千所 4.7兆円 9.3兆円 

九 

州 

人口 事業所 貸出金 預貯金 

1,301 

万人 

583 

千所 

41.4 

兆円 

81.4 

兆円 

 出所：金融ジャーナル「金融マップ2018年版」 

    総務省「28年経済センサス」 

36

42

7

11

14

16

13

12

3

3

28

16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

大分 豊和 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

36
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14

9

9

18

11

1

1

26

20

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

宮崎 宮崎太陽 信金・信組 労金・農協 大手行 その他

37

47

7

11

13

16

16

10

3

3

24

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金

貸金

鹿児島 南日本 信金・信組 労金・農協 大手行 その他
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日銀短観 業況判断D.I. 

熊
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長
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福
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出所：日本銀行 

予
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※ 福岡地方：福岡県に佐賀県を加え、北九州を除いた範囲 

予
測 

予
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生産動向 

【九州】主要産業の生産動向 
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設備投資・住宅投資 

出所：国土交通省 
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地価動向 

＜国土交通省：平成30年都道府県地価調査の概要（2018年9月公表）＞ 

○ 全国平均： 全用途平均は、平成3年以来27年ぶりに上昇 

 住宅地は下落幅の縮小傾向が継続 

       商業地は2年連続で上昇し、上昇基調が強い 

○ 三大都市圏：住宅地・商業地とも上昇基調が強い 

○ 地方圏： 地方四市では住宅地・商業地とも三大都市圏を上回る 

       その他の地域では下落幅が縮小 

住宅地 商業地 

2017 2018 増減 2017 2018 増減 

全国 ▲0.6 ▲0.3 +0.3 0.5 1.1 +0.6 

3大都市圏 0.4 0.7 +0.3 3.5 4.2 +0.7 

東京圏 0.6 1.0 +0.4 3.3 4.0 +0.7 

福岡県 0.5 1.1 +0.6 2.3 3.1 +0.8 

佐賀県 ▲1.0 ▲0.6 +0.4 ▲0.9 ▲0.3 +0.6 

長崎県 ▲1.5 ▲1.2 +0.3 ▲0.8 ▲0.3 +0.5 

熊本県 ▲0.4 0.0 +0.4 0.1 1.5 +1.4 

大分県 ▲0.6 ▲0.3 +0.3 ▲0.8 ▲0.5 +0.3 

宮崎県 ▲0.8 ▲0.7 +0.1 ▲1.7 ▲1.4 +0.3 

鹿児島県 ▲2.0 ▲1.6 +0.4 ▲2.3 ▲1.6 +0.7 

住宅地 商業地 

2017 2018 2017 2018 

福岡市 3.3 4.4 9.6 11.1 

北九州市 0.0 0.1 0.7 1.1 

福岡県内主要都市 

熊本県内主要都市 

長崎県内主要都市 

（対前年平均変動率：%） 
住宅地 商業地 

2017 2018 2017 2018 

熊本市 0.8 1.2 2.6 5.9 

八代市 ▲0.8 ▲0.4 ▲1.6 ▲1.3 

住宅地 商業地 

2017 2018 2017 2018 

長崎市 ▲0.6 ▲0.1 3.7 4.0 

佐世保市 ▲1.1 ▲0.9 ▲1.4 ▲1.0 

出所：国土交通省 

公示地価変動率 

（対前年平均変動率：%） 

（対前年平均変動率：%） 

（対前年平均変動率：%） 
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企業倒産 
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